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静脈物流委員会は、99年1月より回収機交換システムを東京地区にて導入し、
全国への展開を図ってまいりました。
又、回収機の交換にいたるまでの輸送の共同化や回収ー交換後のリサイクル
処理の共同化など、様々な活動を行ってまいりました。
今回、こうした一連の活動をご紹介すると共に、活動の結果としての環境効果
の検証をご報告いたします。
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回収機交換システムの目的

JBMIA静脈物流委員会の体制と活動の経緯

回収機交換システムの概要

情報システムJr-Linksについて

回収機交換センター　交換実績

沖縄県共同再資源化の取り組み

東北地区回収輸送共同化の取り組み

交換システム導入によるCO2削減効果検証（九州地区）

全国のCO2削減効果（推定値）

今後の取り組み

目　次
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回収機交換システムの背景と目的

使用済み機回収率の向上

適正処理の促進

静脈物流の効率改善

循環型社会形成への貢献
リユース・リサイクルの促進

経済的・社会的コスト
の抑制

環境課題への対応
CO2削減

JBMIAとして高度循環型社会形成への貢献

その一分野を担う静脈物流の構築に取り組む

背景

回収機交換システムの目的

ＪＢＭＩＡ静脈物流プロジェクト委員会発足

回収機交換システムの構築と運営
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活動体制と取り組み内容

委員長・副委員長

静脈物流委員会

輸送共同化検討ＷＧ

事務局

包装共同化検討ＷＧ

幹事会

　

□静脈輸送共同化の推進
□東北地区共同輸送の
維持改善

□環境効果の検証

□包装材処理共同化の
推進

□エコ梱包・リターナブ
ル化の共同実施検討

□環境効果の高い処理の
検討

□回収機交換システムの
　運営/改善活動
□沖縄共同再資源化の推進

運営小委員会

新たな交換システムの検討
の為、新規立ち上げ

新交換システム検討WG
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ＪＢＭＩＡ静脈物流委員会活動の経緯

1998年 7月　日本事務機械工業会（JBMA）政策委員会にて
　　　　　　「静脈物流プロジェクト委員会」設立を決定。

1999年　　 東京交換センターを設立、回収機交換システムトライアルを開始。
以降､東京地区の複写機を対象として交換システムを本格稼動。

2000年　　 近畿地区、北海道地区、中部地区の導入展開の実施

2001年　　 中四国地区、九州・沖縄地区、東北地区へ展開し、全国導入を完了

2002年　　 情報システム「Jr-Links」を共同開発。運用を開始。

2003年　　 静脈物流委員会として独立
　　　　　　 沖縄共同再資源化を開始（参加4社）

2004年　　 東北地区回収における輸送共同化の実施
　　　　　　 沖縄共同再資源化　参加6社に拡大

2005年　　　包装共同化検討WGの発足

2007年　　　デジタル印刷機メーカー、交換システム参加　　　

2008年　　 木質パレット処理共同化（東京地区、大阪地区）の実施
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回収機交換システム　参加企業

富士ゼロックス株式会社

東芝テック株式会社

東芝テックビジネスソリューション株式会社

パナソニックコミュニケーションズ株式会社

パナソニックＣＣソリューションズ株式会社

デジタル印刷機　参加企業複写機　参加企業

株式会社エディシスキヤノン株式会社

株式会社デュプロキヤノンマーケティングジャパン株式会社

東北リコー株式会社コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社

理想科学工業株式会社コニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社

コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社京セラミタ株式会社

コニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社京セラミタジャパン株式会社

三洋電機販売株式会社

シャープ株式会社

株式会社リコー

シャープドキュメントシステム株式会社
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回収機交換システムの概要－１

回収機交換センターは各社が下取した他社機を製
造メーカー各社へ返却するシステムです。

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｄ社

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ｄ社

交換センター

Ａ社製回収機

Ｂ社製回収機

Ｃ社製回収機

Ｄ社製回収機

持ち込み 引き取り
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回収機交換システムの概要－２

・各県には、JBMIA共同の『回収デポ』が設置されています。参加会社によっては下取った他

社機を回収デポへ持込む事により、自動的に 『交換センター』まで共同輸送され該当メーカー

に返却されます。一連の業務は全て日本通運（株）が実行し、各種の情報は「Jr-Links」によ

り一括管理されています。

・この仕組は参加企業の共同物流システムで、「物流の効率化」「コスト低減」「ＣＯ２削減」

に貢献しています。

回収機交換フロー概要　

交換センター

共同輸送

各県回収デポ

△県

下取った他社機
交換の実施
各メーカーへ返却

参加各社の
リユース
リサイクル
再資源化

　　　工程へ

各社
物流手段

Ａ社物流拠点

共同輸送
　　　ｏｒ各社物流手段

Ｂ社物流拠点

Ｃ社物流拠点
自社便
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静脈物流　共同輸送ルートマップ

凡　例

第１次プロジェクト展開地区
（1998.08～1999.03）

第２次プロジェクト展開地区
（1999.04～2000.03）

第３次プロジェクト展開地区
（2000.04～2001.03）

第4次プロジェクト展開地区
（2001.04～2002.03）

札幌

交換センター　 7箇所

回収デポ　　　44箇所

主たるピックアップポイント

【注】北海道は広域で物量が少ないため常設のデポは設置せず
　　　指定場所からのピックアップ方式を採用した。上記は主たる

　　　ピックアップポイントを指す。

【注】沖縄は福岡までの輸送費が高額である為、特別デポ
　　　として沖縄で交換を実現。　共同再資源化

福岡

広島

大阪

仙台

名古屋

東京

仙台

写真は東京交換センターです。
各社製品毎に仕分され、一時保管します
（平均保管日数８．５日）

那覇
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回収機交換システム　基本ルール

持ち込み対象機

役割分担

① 原稿をセットする台（プラテン）があり、Ｃｏｐｙを排出する口がある機械は複写機とみなす（引取り義務を負う）
② 「ＲＩＦＡＸ」など名称でＦＡＸであることが明確な機械は対象外とする。
③ 事務用ジアゾ式（俗に青焼きと言う）や工業図面用大型機などは特例では有るが対象とする。

＜持ち込み＞

・持ち込み情報提供

・持ち込み物流コス
　トの負担

＜交換＞

・受入
（持ち込み情報との照合）

・在庫管理

・出庫
（引き取り情報との照合）

＜引き取り＞

・引き取り情報提供

・引き取り便手配
（引き取り物流コストの
　負担）

・保管料の負担

持ち込み企業 交換センター 引き取り企業

□複写機/複合機

□デジタル印刷機
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回収機交換システム　運用管理

基本ルールを運営規約で明確化

運営小委員会にて状況確認と課題対応

・　参加企業の責務　　　　　　・　参加企業の担当者

・　日常の業務仕様　　　　　　・　不明な事は、ヘルプデスクで対応

小委員会 審議事項は静脈物流委員会にて承認

交換センター業務確認会の実施にて管理状況のチェック　現場での課題抽出と対応

＜入庫状況の確認＞

＜帳票保管状況の確認＞＜担当者インタビュー＞ ＜チェックリストによる確認＞

＜在庫・保管状況の確認＞ ＜在庫・保管状況の確認＞
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ＪＢＭＩＡ静脈物流委員会活動の経緯

1998年 7月　日本事務機械工業会（JBMA）政策委員会にて
　　　　　　「静脈物流プロジェクト委員会」設立を決定。

1999年　　 東京交換センターを設立、回収機交換システムトライアルを開始。
以降､東京地区の複写機を対象として交換システムを本格稼動。

2000年　　 近畿地区、北海道地区、中部地区の導入展開の実施

2001年　　 中四国地区、九州・沖縄地区、東北地区へ展開し、全国導入を完了

2002年　　 情報システム「Jr-Links」を共同開発。運用を開始。

2003年　　 静脈物流委員会として独立
　　　　　　 沖縄共同再資源化を開始（参加4社）

2004年　　 東北地区回収における輸送共同化の実施
　　　　　　 沖縄共同再資源化　参加6社に拡大

2005年　　　包装共同化検討WGの発足

2007年　　　デジタル印刷機メーカー、交換システム参加　　　

2008年　　 木質パレット処理共同化（東京地区、大阪地区）の実施
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Ｊｒ-Ｌｉｎｋｓヘルプデスク

Ｊｒ-Ｌｉｎｋｓ　ネットワーク構成

アプリケーション
　　　　サーバー 認　

証　

シ　

ス　

テ　

ム

管理
データ

日本通運(株）

回収デポ

交換センター

交換センター

管理
データ

管理
データ

リンク社
JBMIA 参加各社

企業コード+認証番号
でデータを切り分け

サーバー

サーバー

サーバー

回収デポ

回収デポ

日
通
イ
ン
ト
ラ
ネ
ッ
ト

Ｗｅｂサーバー

システム運用
マスターデータ管理
トラブル対応
ユーザー問合せ対応
等

下記システムで情報一元化を実現
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Ｊｒ-Ｌｉｎｋｓ　画面例　（イメージ）

＜持込情報入力画面＞

＜引取情報一覧画面＞

＜Jr-Links　メニュー画面＞
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回収機
持込連絡

回収機
持込連絡

回収機
在庫管理

回収機
在庫管理

回収機
引取連絡

回収機
引取連絡

全国月度
実績集計

全国月度
実績集計

月次請求
支払処理

月次請求
支払処理

地域請求
データ集計

地域請求
データ集計

月次請求書
作成

月次請求書
作成

実績統計
管理

実績統計
管理

回収機払出
実績登録

回収機払出
実績登録

週次
在庫報告

週次
在庫報告

センター入庫
実績登録

センター入庫
実績登録

回収機輸送
実績登録

回収機輸送
実績登録

回収機
輸送連絡

回収機
輸送連絡

回収機受入
実績登録

回収機受入
実績登録

回収機
払出準備

回収機
払出準備

回収機
引取計画

回収機
引取計画

回収機
受入準備

回収機
受入準備

回収機
受入準備

回収機
受入準備

各社営業所（物流子会社）業務領域 各社管理部門業務領域

各交換センター業務領域

各地域回収デポ業務領域

情報化対象外業務

情報化対象業務

全国集計
請求書作成

全国集計
請求書作成

センター月報
作成

センター月報
作成

日通本社業務領域

Ｊｒ-Ｌｉｎｋｓ（静脈物流情報ＳＹＳ）の情報化の範囲

回収デポへの持込から交換後の引取りまでをネットワーク管理
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交換実績推移

10,398

27,162

50,496

63,580

79,314

97,326

106,404
109,111

104,015

37,605

731 734

660 661
677

728
709

665
632

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000
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交
換
台
数
/
年
間

0

100

200

300

400

500

600

700

800

交
換
累
計
と
出
荷
数

沖縄

福岡

広島

大阪

名古屋
東京

仙台

札幌

累計K

出荷数

回収機交換センター　交換実績
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ＪＢＭＩＡ静脈物流委員会活動の経緯

1998年 7月　日本事務機械工業会（JBMA）政策委員会にて
　　　　　　「静脈物流プロジェクト委員会」設立を決定。

1999年　　 東京交換センターを設立、回収機交換システムトライアルを開始。
以降､東京地区の複写機を対象として交換システムを本格稼動。

2000年　　 近畿地区、北海道地区、中部地区の導入展開の実施

2001年　　 中四国地区、九州・沖縄地区、東北地区へ展開し、全国導入を完了

2002年　　 情報システム「Jr-Links」を共同開発。運用を開始。

2003年　　 静脈物流委員会として独立
　　　　　　 沖縄共同再資源化を開始（参加4社）

2004年　　 東北地区回収における輸送共同化の実施
　　　　　　 沖縄共同再資源化　参加6社に拡大

2005年　　　包装共同化検討WGの発足

2007年　　　デジタル印刷機メーカー、交換システム参加　　　

2008年　　 木質パレット処理共同化（東京地区、大阪地区）の実施
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各社の

沖縄

デポ

各社の拠点

回収

リサイクル

再資源化等

＜期待成果＞
　・沖縄に交換センターを新設し、更に再資源化施設を沖縄に共同設置し、九州（ｅｘ福岡）へのルート②
の移送を削減し、更に沖縄交換センターから再資源化施設への移送も共同輸送を実現しＣＯ２の削減
とコスト削減に貢献。　

ルート②

ルート①

沖縄交換センター 共同再資源化場

リサイクル

再資源化等

Ｃ社機

Ａ社機

Ｂ社機

Ａ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

改
善
前

共
同
再
資
源
化
後

各社自社機の共同輸送

福岡交換センター

Ａ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

Ａ社機

他社機持込

自社機引取

ルート③

ルート④

　

那　

覇　

港

　

九
州
の
各
港　

他社機の交換完了

各社毎の再資源化
処理契約

参加メーカー
・コニカミノルタ
・パナソニック
･リコー
・キヤノン
・東芝テック
・京セラミタ

Ｂ社機 Ｃ社機

ルート③

ルート① 他社機の交換完了

沖縄県の共同再資源化システムの概念図

　・沖縄県の販売拠点からの回収機を、福岡に移送し、他社機は福岡交換センターに持ち込み、
　　自社機を引取り各社（ｅｘ福岡）で再資源化処理していた。　　

Ｂ社（メーカー）

販売拠点

Ｃ社（メーカー）

販売拠点

Ａ社（メーカー）

販売拠点

Ａ社（メーカー）

販売拠点

Ｂ社（メーカー）

販売拠点

Ｃ社（メーカー）

販売拠点
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沖縄共同再資源化場　処理フロー

複
写
機

出荷先三次処理一次処理
選別・手分解

粉砕
（１軸破砕
機）

粉砕
（１軸破砕
機）

溶解

金銀銅滓

プラスチックチップ

アルミインゴット

鉄

アルミインゴット

アルミ

基板屑

プラスチック

鉄

トランス

拓南製鐵

大紀アルミニウム工業所

（ふじ産業）
昭和製紙

（サイキ）
同和鉱業

（東京国際貿易）
海屏企業

（八興商事）
新日鐵住金ステンレス

拓南製鐵

（荒川商店）
共英製鋼　・　日鉱金属

大紀アルミニウム工業所

トリム

（荒川商店）
共英製鋼　・　日鉱金属

（サイキ）
同和鉱業

二次処理

燃料化
(ｱﾙﾐ溶解炉）

切断
（ギロチン）

溶解
（アルミ溶解炉）

破砕（二軸）

破砕・選別
（竪型ｼｭﾚｯ
ﾀﾞ）

プリント基板

ステンレス

紙

銅

鉄

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｺﾞﾐ
　

ﾄﾗﾝｽ/ｺｲﾙ

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸMIX

板ガラス

ドラムHDアルミ

ハーネス

ミラー
　

レンズ
　

蛍光燈/ﾗﾝﾌﾟ

液晶パネル
　

電源基板
　

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ単一

ｵｲﾙｲﾝｸﾍﾞﾙﾄ

ﾄﾅｰ

モータ

真鍮

操作パネル
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沖縄共同再資源化　共同再資源化状況

2007年12月

物品名称 型　式 総重量 個　数 備　　考

複写機 726.2kg 6 台 121.03 kg/台

品目 重量(kg) 構成比 有価物

逆有価

再資源化
物

熱
回収物

埋立
廃棄物 出荷先 備考

1 447.4 61.6% ○ 拓南製鐵 電炉メーカー

2 1.4 0.2% ○ 八興商事 非鉄問屋

3 8.4 1.2% ○ 大紀アルミニウム工業所 二次合金メーカー

4 1.3 0.2% ○ 大紀アルミニウム工業所 二次合金メーカー

5 0.2 0.0% ○ 大紀アルミニウム工業所 二次合金メーカー

6 0.5 0.1% ○ サイキ 非鉄問屋

7 0.6 0.1% ○ サイキ 非鉄問屋

8 10.0 1.4% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

9 5.2 0.7% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

10 16.1 2.2% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

11 6.3 0.9% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

12 1.7 0.2% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

13 0.3 0.0% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

14 0.3 0.0% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

15 2.2 0.3% ○ サイキ（小坂精錬） 非鉄問屋

16 17.8 2.5% ○ 荒川商店 スクラップ業

17 3.5 0.5% ○ 荒川商店 スクラップ業

18 173.6 23.9% ○ 東京国際貿易（台湾輸出） 商社

19 14.6 2.0% ○ 東京国際貿易（台湾輸出） 商社

20 2.5 0.3% ○ 自社内利用 アルミ溶解炉燃料

21 0.0 0.0% ○ 自社内利用 アルミ溶解炉燃料

22 4.1 0.6% ○ 自社内利用 アルミ溶解炉燃料

23 7.8 1.1% ○ トリム 発泡骨材製造

24 0.4 0.1% ○ 沖縄紙業 紙問屋

726.2kg 98.0% 1.1% 0.9%

98.0% 99.1% 100%

プラスチック単一

レンズ

ミラー

ハードディスク

真鍮

操作パネル

蛍光灯、ランプ

電源基板

銅線類

液晶パネル

原稿ガラス

コピー用紙、説明書

プラスチックMIX

ベルト、スポンジ、ゴム

インク、オイル

トナー

解 体 明 細

リサイクル率

鉄（骨格、軸）

アルミ

ステンレス

銅

制御基板類

ドラム

モーター類

トランス、コイル
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共同再資源化確認会を原則年１回実施し、処理フローの確認や再資源化実績を確認

沖縄共同再資源化　共同再資源化確認会の模様

＜状況報告 確認 ＞ ＜ 状況報告 確認 ＞ ＜ 状況報告 確認 ＞ ＜ 状況報告 確認 ＞

＜ シュレッター車 ＞

＜ 現場確認状況 ＞ ＜ 現場確認状況 ＞ ＜ 現場確認状況 ＞ ＜ 現場確認状況 ＞

＜ 処理施設掲示板 ＞ ＜ ＯＡ機器ﾘｻｲｸﾙ第１工場 ＞ ＜ ＯＡ機器ﾘｻｲｸﾙ第２工場 ＞
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ＪＢＭＩＡ静脈物流委員会活動の経緯

1998年 7月　日本事務機械工業会（JBMA）政策委員会にて
　　　　　　「静脈物流プロジェクト委員会」設立を決定。

1999年　　 東京交換センターを設立、回収機交換システムトライアルを開始。
以降､東京地区の複写機を対象として交換システムを本格稼動。

2000年　　 近畿地区、北海道地区、中部地区の導入展開の実施

2001年　　 中四国地区、九州・沖縄地区、東北地区へ展開し、全国導入を完了

2002年　　 情報システム「Jr-Links」を共同開発。運用を開始。

2003年　　 静脈物流委員会として独立
　　　　　　 沖縄共同再資源化を開始（参加4社）

2004年　　 東北地区回収における輸送共同化の実施
　　　　　　 沖縄共同再資源化　参加6社に拡大

2005年　　　包装共同化検討WGの発足

2007年　　　デジタル印刷機メーカー、交換システム参加　　　

2008年　　 木質パレット処理共同化（東京地区、大阪地区）の実施
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　　　各社輸送　　　　共同輸送　　　　一部共同輸送

東北６県の回収機の共同輸送（回収）システムの概念図

　・各県販売拠点から回収を、各メーカー別に行い、他社機を仙台交換センターに持ち込み、自社機を引き取る。

Ａ社（メーカー）

販売拠点

各県の各社

回収デポ

交換センターＢ社（メーカー）

販売拠点

Ｃ社（メーカー）

販売拠点

各社独自配送（自社他社機）

Ａ社機

Ｂ社機

Ｃ社機
自社機の引取り

各社の仙台拠点

回収

リユース

リサイクル

再資源化等

＜期待成果＞
　①上記ルート①～④が各社独自の輸配送から共同輸送に切り替える事で、車両の積載効率ＵＰと大型化でエネルギー
　　　効率のＵＰ（ＣＯ２の削減：今後試算予定）とコスト削減に貢献。
　②ルート③の交換センターへの持込を各県の共同回収拠点から直送に変更し段階削除し、コスト削減や交換Ｃへの
　　　移送時間が短縮できた。

ルート②

ルート④
Ａ社機

Ｃ社機

Ｂ社機

ルート③

他社機持込

ルート①

各県の

共同回収

実施業者

の拠点

交換センターＢ社（メーカー）

販売拠点／デポ

Ｃ社（メーカー）

販売拠点／デポ

他社機持込

共同回収（自社他社機）

各社の仙台拠点

回収

リユース

リサイクル

再資源化等

共同輸送

ルート②

ルート③

Ａ社（メーカー）販
売拠点／デポ

Ｃ社機

Ａ社機

Ｂ社機

Ａ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

日通デポ

改
善
前

共
同
回
収
後

ルート①

共同輸送

各社独自配送（自社他社機）

他社機持込

ルート④

ルート②

一部共同輸送（自社機引取）
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Ｐ２

交換システム導入によるＣＯ2
削減効果検証（九州地区）
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九州地区回収全体図

【交換システム導入による変化】

□個別交換から一括の交換・・車両大型化・車両台数削減
□回収デポからの共同輸送・・積載効率向上
□輸送距離短縮　　　　　・・沖縄地区の現地処理

交換

A社
販売店・営業拠点

各社回収拠点 各社指定の再資源化拠点

B社

C社

A社

B社

C社

交換

各社回収拠点

交換センター
回収デポ

販売店・営業拠点

販売店・営業拠点

共同
輸送

各社指定の再資源化拠点

沖縄地区は共同
再資源化

従来

現在
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九州地区　検証について

□九州地区交換実績（06年1-12月）
　11,179台（内：沖縄地区898台）

□検証の前提
　①改良トンキロ法にて算出
　②上記交換実績台数をベースに交換システム導入前・後
　　の輸送等の変化による効果を算出

2,078車
（56％）

3,707車使用車両台数

10,710Km
（73.6％）

14,558Km輸送距離

交換システム導入後交換システム導入前項目
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他社機交換場所の変化による車両台数の削減

【交換システム導入による変化】

□個別交換から一括の交換・・営業拠点ごと他社宛持込の廃止
　⇒車両大型化・車両台数削減

　３，５１５Ｋｇ／年　ＣＯ２削減

交換

各社回収拠点

福岡交換センター

従来

現在

　排出CO2　9,686Ｋｇ／年

　排出CO2　6,170Ｋｇ／年

販売店・営業拠点
Ａ社
機

Ａ社
機

Ａ社機

Ｂ社機

Ｂ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

現地での交換 販売店・営業拠点

交換交換交換
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現地から福岡への移送方法の変化による削減

【交換システム導入による変化】

□各地処理から一括処理へ・・車両大型化・車両台数削減
□回収デポからの共同輸送・・積載効率向上

　９，７４７Ｋｇ／年　ＣＯ２削減

各県の再資源化拠点

A社

B社

交換

回収デポ

販売店・営業拠点

販売店・営業拠点

共同輸送

福岡周辺の再資源化拠点

従来

現在

排出CO2　86,360Ｋｇ／年

排出CO2　76,612Ｋｇ／年

販売店・営業拠点

Ａ社
機

Ａ社
機

Ａ社機

Ｂ社機

Ｂ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

Ｂ社機

Ｃ社機

現地での交換

販売店・営業拠点

各社回収拠点

福岡交換センター

回収拠点
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再資源化処理施設（沖縄）への輸送の変化による削減

【交換システム導入による変化】

□各社処理から一括処理へ・・輸送距離削減
□回収デポからの共同輸送・・積載効率向上・車両大型化

　７，９３６Ｋｇ／年　ＣＯ２削減

沖縄県内再資源化拠点

A社

回収デポ

販売店・営業拠点

販売店・営業拠点

沖縄県内再資源化拠点

従来

現在

C社

排出CO2　9,656Ｋｇ／年

排出CO2　1,719Ｋｇ／年

販売店・営業拠点

九州域内再資源化拠点
B社
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交換システム導入による環境負荷低減の効果 ～まとめ～

交換システム導入による変化点

交換システム導入により、年間　２１，１９８Ｋｇ　削減
　　2,000人出張分相当（東京ー新大阪間）　

他社機交換場所の変化による削減

現地から福岡への移送方法・再資源化
処理拠点輸送の変化

引揚げ機の再資源化処理施設への輸送の変化

沖縄

環境負荷低減効果（ＣＯ２削減量）

削減したCO2の体積は、ジャンボジェット機の
客室容積、１３．２機分に相当します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（20℃,1013hPa時）

３，５１５　Ｋｇ／年

　７，９３６　Ｋｇ／年

　・・・・・

　・・・・・

　・・・

９，７４７　Ｋｇ／年
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＜ご参考＞エネルギー消費量算定方法

トラックの最大積載量別積載率別の燃料使用原単位に最大積載量別積載率別に細分化された輸送トンキ
ロをかけて算定。この手法は積載率による原単位の違いを反映できる。
トラック以外の輸送モード（内航、鉄道、航空）については、輸送機関別エネルギー消費原単位を用い
て算定。

改良トンキロ法 にて算出エネルギー消費量算定方法　

積載率と車両の燃料種類、最大積載量別の輸送トンキロからエネルギー消費量を算定

【トラック】 【内航船舶・鉄道・航空機】

輸送重量
[ton]

輸送距離
[km]

エネルギー
消費量
[GJ]

輸送ﾄﾝｷﾛ
[ﾄﾝｷﾛ]

燃料使用
原単位
[L/ﾄﾝｷﾛ]

＝ ×

×

単位発熱量
[GJ/kL]÷1000×

10ﾄﾝ車（軽油）

４ﾄﾝ車（軽油）

小型貨物（ｶﾞｿﾘﾝ）

車両の種類

（例；積載率６
0%）

０．０６７１０．１２１

０．０５９

０．２６４

燃料使用原単位

[L/ﾄﾝｷﾛ]

０．０６７１

０．０６７１

CO2排出係数

[ﾄﾝ-CO2 /GJ]

【表７．燃料使用原単位及びCO2排出係数】

２２．２

０．５５５

０．４９１

ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位

[MJ/ﾄﾝｷﾛ]

０．０３９内航船舶

１．４８３航空機

０．０２１鉄道

CO2排出係数

[kg-CO2 /ﾄﾝｷﾛ]

輸送機関

【表８．ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位及びCO2排出係数】

エネルギー
消費量
[GJ]

輸送ﾄﾝｷﾛ
（ﾄﾝｷﾛ）＝ ×

ｴﾈﾙｷﾞｰ使
用原単位
[MJ/ﾄﾝｷﾛ]

÷1000

輸送重量
[ton]

輸送距離
[km]×
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全国ＣＯ２削減効果　概算

130137134削減量

2007年2006年2005年単位（ℓ）

49,867 52,31051,012削減量

857899876導入後

9871,0361,010導入前（想定）

2007年2006年2005年排出CO2（t）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2005年 2006年 2007年

導入前（想定） 導入後 削減量

全国CO2削減試算（九州地区の削減実績値を用いて推定算出）

CO2削減量⇒軽油換算

軽油換算　５万ℓ／年の削減効果

１３４ｔ／年のＣＯ２削減効果
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回収システム構築の効果

・ 営業活動により入手した下取り機を独自ルートでリサイクル処理　
・ 他社機を リプレース後に現地にて該当企業の要望により返却　
・ 各社独自の物流手段で個別輸送　都度対応（小口輸送）　

　＊個別対応の為、物流効率が低い　・・・　環境負荷（ＣＯ２排出）
　＊製造メーカーへの回収率が低い　・・・　リサイクル・リユース対応に不備

・ 参加各社が営業活動により入手した「下取り他社複写機」を指定場所に持ち込み共同輸送し
　　各地区の交換センターにて各社製品分別作業と保管管理（企業別に適切な保管管理）
・ 自社製品の効率的な引取りを実施し製造企業による適切なリサイクル処理を実現
・ 持込から引取までの全ての情報を「Jr-Links」システムにより一括管理している

交換システム構築
Jr-Links 

従来

現在

物流効率
環境負荷

使用済み機 回収率の向上
適正処理の促進　リユース・リサイクル
静脈物流の効率化　「ＣＯ２削減」

高度循環型社会形成に貢献
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今後の展開

より効率的な交換システムへ・・・

新たな要求
□各社環境コストの圧縮
□迅速な資源の輸送・・
□環境負荷（CO2）の更なる削減

新交換システム検討WGの設置

・共同物流領域の拡大による、積載効率向上
・総輸送距離の短縮
・回収デポ・交換センターの再配置
・共同再資源化の可能性の検討
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ご清聴ありがとうございました


